
『家計と生活設計の基礎知識』

金融リテラシー・ベーシック・セミナー
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１．金融リテラシーとは



金融リテラシーとは

暮らしとお金の体系的な知識を身につけ、

金融を上手く使いこなす力 （知識と行動）

経済的に自立し、

より良い生活（well-being)

を送っていく上で

欠かせない生活スキル



最低限身に付けるべき金融リテラシー



２．なぜ金融リテラシーが必要なのか？



金融リテラシーが求められる背景

適切な金融取引・契約：契約内容、契約に伴う責任、取引相手や情報の信頼性を確認したうえでの金融取引・契約
適切な金融商品選択 ：金融経済情勢踏まえ、商品のリスクを理解したうえでの金融商品選択



低成長下で賃金は伸び悩み

厚生労働省 賃金構造基本統計調査、内閣府 国民経済計算

男性４３．３歳、勤続１３．５年
女性４１．１歳、勤続 ９．４年

なぜ金融リテラシーが必要か①
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推計値

2008年人口のピーク

2042年65歳以上人口ピーク

2060年人口8600万人予想日本の人口の推移
なぜ金融リテラシーが必要か②



厚生年金の支給額は減少 （２０１６年財政検証）
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投資による老後資金の形成が求められる
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金融商品が複雑化
なぜ金融リテラシーが必要か③



金融取引の複雑化により繰り返される暴落

ポートフォリオ・インシュアレンス

裁定取引、特金・ファンドトラスト

過剰なドル建て債務

ヘッジファンド、過剰なレバレッジ

過剰なＩＰＯ

サブプライム・ローン、ＣＤＯ
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３．ライフプランとは



未来を設計する （ライフプラン）

ライフプランとは
人生の構想を
時間軸の中で位置付け
金銭面から設計すること

ライフプランとは、人生の構想を時間軸に位置付け、金銭面から設計すること

費用を見積もって、計画的に準備する



働き方が変わるとライフプランも変わる

ライフプランとは
人生の構想を
時間軸の中で位置付け
金銭面から設計すること引き出し可能な中長期運用資産 引き出しできない超長期運用資産



生活設計を立てていますか？

金融広報中央委員会 家計の金融行動に関する世論調査2017年



生活設計は何年先まで立てていますか？

金融広報中央委員会 家計の金融行動に関する世論調査2017年



４．家計の収入と支出



月々の家計収支



世帯の実収入と支出

総務省家計調査２０１７年

（黒字とは、貯蓄とローン返済のこと)



年齢別 家族２人以上 実収入と貯蓄額

総務省 家計調査２０１７年



年齢別 ローン返済世帯 実収入と貯蓄額

総務省 家計調査２０１７年



年齢別 単身世帯 実収入と貯蓄額

総務省 家計調査２０１７年



５．家計の生涯収入と生涯支出



生涯の家計収支



会社員の生涯収入 (退職金を含む)



生涯の３大費用



教育費用 （幼稚園～高校、学習費総額）

文部科学省平成26年度子供の学習費調査

生涯の３大費用①



教育費用 （大学入学金・授業料）

文部科学省 国公立大学の授業料等の推移、平成27年私立大学入学者に係る初年度納付金
（独）日本学生支援機構 平成26年度学生生活調査結果

生涯の３大費用①



老後費用 高齢世帯の収支

総務省家計調査年報２０１７年

(会社員だった夫と専業主婦の妻の平均的ケース)

生涯の３大費用②



老後費用 老後の生活費 （夫婦世帯）

総務省家計調査年報２０１７年

生涯の３大費用②



老後費用 老後の生活費 （単身世帯）

総務省家計調査年報２０１７年

生涯の３大費用②



介護に必要な費用 （介護保険の範囲外の費用）

生命保険文化センター 平成２７年度 生命保険に関する全国実態調査



住宅費用 購入価格と借入金額 （首都圏）

（独）住宅金融支援機構2016年度フラット35利用者調査

生涯の３大費用③



住宅費用 借入金額と返済総額 （首都圏）

（独）住宅金融支援機構2016年度フラット35利用者調査から当社作成

生涯の３大費用③



住宅費用 購入価格と借入金額 （全国）

（独）住宅金融支援機構2016年度フラット35利用者調査

生涯の３大費用③



住宅費用 借入金額と返済総額 （全国）

（独）住宅金融支援機構2016年度フラット35利用者調査から当社作成

生涯の３大費用③



死亡保険加入金額と払込保険料 （２０１６年）

生命保険文化センター平成２８年生活保障に関する調査



６．家計の保有する資産



家計の貯蓄負債額 （２人以上世帯／２０１７年）

総務省２０１７年家計調査貯蓄負債編



家計の貯蓄負債額 （２人以上、負債あり世帯／２０１７年）

総務省２０１７年家計調査貯蓄負債編



勤労世帯 貯蓄残高の世帯分布 （２人以上世帯／２０１７年）

総務省２０１７年家計調査貯蓄負債編



高齢世帯 貯蓄残高の世帯分布 （２人以上世帯／２０１７年）

総務省２０１７年家計調査貯蓄負債編



家計の資産負債 （２人以上世帯／２０１４年）

総務省全国消費実態調査平成２６年



家計の純資産額 平均値と中央値 （２人以上世帯／２０１４年）

総務省全国消費実態調査平成２６年



家計の資産負債 （単身世帯／２０１４年）

総務省全国消費実態調査平成２６年



７．社会保険料と税金



社会保険制度



社会保険料 （会社員）



税金の計算

・自営業者の必要経費
・給与所得控除
・公的年金等控除など

・利子所得
・配当所得
・不動産所得
・事業所得
・給与所得
・雑所得
・譲渡所得
・一時所得
・山林所得
・退職所得

所得控除

収入

課税所得金額

・基礎控除
・配偶者控除
・障害者控除
・医療費控除
・社会保険料控除
・生命保険料控除
など

所得控除が増える
↓

課税所得金額が減る
↓

税金が減る

×税率

収入から給与所得控除などの必要経費が引かれる⇒所得
所得から所得控除がひかれる⇒課税所得金額
課税所得金額に税金がかかる



所得税 総合課税の税率



住民税 税率 （所得割額と均等割額）



８．家計を取り巻く環境



先進国中間層の所得伸び悩み （象チャート）

出所：世界銀行

発展途上国 先進国富裕層先進国中間層

所得の伸び率累積
世界平均

A

B

C



世帯所得の推移 （２０１７年国民生活基礎調査）
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年間世帯所得の分布

厚生労働省 国民生活基礎調査２０１７年



貯蓄なし世帯が増加している

金融広報中央委員会 家計の金融行動に関する世論調査2017年



世帯の生活意識 ゆとりがあるのは５％

厚生労働省 国民生活基礎調査２０１７年



株式会社コンシリウスは

Well-being の実現を支援する

教育・情報サービス企業です。

会社概要

＜社名＞
株式会社コンシリウス ＣＯＮＳＩＬＩＵＳ Ｃｏ., Ltd

＜本社所在地＞
〒951-8053 新潟市中央区川端町3丁目15番地1
ＴＥＬ 025-367-3490
email  welcome@consilius2017.com
website  www.consilius2017.com

＜代表者＞
秋山 光

＜資本金＞
200万円

＜事業の内容＞
金融経済及び資産運用に係る教育事業
セミナー等の企画運営に係る業務
企業年金、個人年金に係るコンサルティング
金融機関の年金業務、証券業務に係るコンサルティング
ファイナンシャルプランニング業務
出版物、映像物の企画制作及び販売
インターネットなどによる各種情報サービス

＊当社は保険や金融商品の販売・仲介は行っていません。
また金融商品取引法に定める投資助言・代理業を行っていません。
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補 足 資 料



社会保険料 （公務員）



社会保険料 （自営業者など）



社会保険料 （後期高齢者７５歳以降）



６０歳以降の社会保険

（60歳以降も働いた場合、退職まで加入）

（60歳で退職①）

（60歳で退職②）

（65歳以降も働いた場合、原則70歳まで加入）

（任意継続は65歳まで）

医
療
・

介
護

年
金



所得は１０種類に分類される



給与収入と給与所得① （所得税２０１９年度、住民税２０２０年度まで）



給与収入と給与所得② （所得税２０２０年度、住民税２０２１年度以降）



年金収入と年金所得（雑所得）



所得控除 （一覧）



所得控除 （１）



所得控除 （２）



所得控除 （３）



損益通算



生涯賃金 （大卒男子）

（独）労働政策研究研修機構 ユースフル労働統計２０１７



生涯賃金 （大卒女子）

（独）労働政策研究研修機構 ユースフル労働統計２０１７



生涯賃金 （高卒男子）

（独）労働政策研究研修機構 ユースフル労働統計２０１７



生涯賃金 （高卒女子）

（独）労働政策研究研修機構 ユースフル労働統計２０１７



退職給付 （大卒、定年退職者）

厚生労働省平成25年就労条件総合調査



退職給付 （高卒、定年退職）

厚生労働省平成25年就労条件総合調査


